
（目 的） 

下水道施設の健全度に関する点検・調査結果に基づき、「長寿命化対策」に係る計画を策定し、当該計画に基づ

き、予防保全的な管理を行うとともに、長寿命化を含めた計画的な改築等を行うことにより、事故の未然防止及び

ライフサイクルコストの最小化を図ることを目的とする。 

（長寿命化対策） 

○「適化法」に基づき国土交通大臣が定める処分制限期間(20 年)を経過した施設に対して実施 →① 

○対策実施時点から数えて処分制限期間以上の使用年数が期待できる →② 

○当初の設置時点から数えて改築通知に定める標準耐用年数(50年)以上の使用年数を期待できる →③ 

（留意事項） 

○全ての地方公共団体が、平成２４年度末までに下水道課長寿命化計画を策定しなければならないのか？ 

→ 当面、改築の必要性が無ければ、すぐさま、「下水道課長寿命化計画」を策定する必要はない。 

→ しかし、平成２５年度以降は、当該計画が策定されていなければ改築を補助事業で行えない。 

○下水道課長寿命化支援制度は、平成２４年度末までの時限的な制度か？ 

 → 時限制度ではない。平成２５年度以降も継続される。 
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１．長寿命化支援制度について（平成 20 年 4 月 1 日 国都下事第 477 号） 

下下下水水水道道道管管管路路路施施施設設設ののの長長長寿寿寿命命命化化化計計計画画画策策策定定定

効率的な改築計画に向けて 
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長寿命化計画と通常の下水道の採択基準に合致する改築事業 



●対象施設の選定 

原則として、下水道としての機能を確保するための一体的な範囲を対象とする。その上で、処理区、排水区ある

いは路線ごとに詳細調査を行う対象施設を選定する。 

●長寿命化対策 

長寿命化対策は、スパン（マンホール間）単位で耐用年数の延伸に寄与するものである。また、更生工法は長寿

命化対策に位置付けられる。 

自走式ＴＶカメラ

●ＴＶカメラ調査 

 管きょ内の劣化状況等を確認するためＴＶカメ

ラ調査を実施する。

下水道長寿命化支援制度に関する手引き 

対象施設の選定方法 
○施設の重要度の考え方 

・水道水源 

・交通(軌道、緊急輸送路) 

・都市機能(防災拠点) 

○劣化の可能性の考え方 

・経過年数 

・布設状況(伏越し、圧送管

開放部) 

・維持管理状況(修繕履歴、

苦情履歴)

点検・調査項目、診断基準 

・劣化状況(腐食、たるみ、破損、クラック) 

・布設状況(交通量、水量) 

診断結果

１ｽﾊﾟﾝ単位 

その他 

布設替え 

更生工法 

(長寿命化)

自立管 

複合管 

点検・調査計画（基本構想）の策定 

○対象施設の選定 

排水区単位、処理区

単位 等 

○調査時期の決定 

 概ね 5 年程度で年次

別点検・調査 

○点検・調査項目

○診断基準 
詳細 

調査･診断

の実施

長寿命化計画の策定 

①対象施設、その選定理由 

②点検調査結果、維持管理状

況 

③計画期間（概ね 5年程度）

④長寿命化対策(改築・維持)

⑤ＬＣＣの縮減効果

⇒県経由、整備局長同意、国

へ提出

情報システム

(ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ) 

・施設状況 

・診断結果 
反映

下水道長寿命化支援制度の全体イメージ 
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２．長寿命化計画の策定 

更生管挿入 

更生管到達 

●更生工法 

既設管内面に管を構築して既設管の更生および流

下能力の確保を行う。

モルタル付着 


